
道路技術がめざすもの

～技術開発の現状と道路行政転換のための展望～

道路研究部長 中村 俊行

１． はじめに

戦後急速に進んだわが国の道路整備であるが、それを支えた重要な要素の一つとして道

路技術の開発が上げられる。例えば明石海峡大橋を始めとする本州四国連絡橋を実現可能

とした橋梁技術、東京外郭環状道路や湾岸道路などの大都市圏自動車専用道路の建設に貢

献した軟弱地盤克服技術、道路交通の安全と沿道騒音の低減に役立っている排水性舗装の

普及に寄与した舗装技術、路車間情報システム（ )や自動料金収受システム( )をVICS ETC
可能とした 技術などを上げることができる。ITS
これまでの道路整備を支えてきた技術の蓄積を踏まえつつ、効率的かつ時代のニーズに

対応した道路整備の推進に必要な道路技術の開発・導入・普及の一層の促進を図るため

に 平成５年に 道路技術五箇年計画 が策定されている さらに平成１０年度からは 新、 「 」 。 「

道路技術五箇年計画」のもとで体系的な道路技術の開発が進められている。

これらの計画のもとで、産学官が連携した技術研究開発の推進方策に従い、時代のニーズ

に対応した道路技術の開発が重点的に行われてきている。

しかし、一定の道路の量的ストックの形成が進んだ昨今では、新たな道路整備の限界効

。 、果は相対的に低下してきているといわれている さらに公共事業の効率性に対する不信感

料金収入に過度に依存した有料道路制度の限界などから道路政策に対する批判の声が上が

っている。一方で、都市部を中心とした慢性的な交通渋滞、過去最悪の死傷者数を更新し

ている交通事故、依然として厳しい状況にある沿道環境、地方部における基幹ネットワー

クの未整備による災害や救急医療等への対応の遅れなど、定時性、安全性、信頼性などの

観点から、地域に応じた解決すべき課題は依然として存在している。

来年度から始まる道路整備の長期計画では、これらの問題点を踏まえて、道路整備の重

点化・集中化に向けた取組を行うための道路行政システムの改革と、活力・暮らし・安全

・環境の政策テーマを掲げ、従来の道路行政からの「転換」を図ることとしている。これ

らの政策テーマを実現するための道路整備、さらには道路行政システムの改革を実現する

ためにも更なる道路技術の開発は不可欠である。

本稿では、道路技術開発の現状を「新道路技術五箇年計画」の成果を踏まえて紹介する

とともに、道路行政の「転換」に向けての今後の技術開発の方向性について概観するもの

である。

２． 道路技術開発の現状

２．１ 道路整備を支えてきた道路技術

、 、 、戦後 わが国は戦災復興から経済の高度成長 さらにゆとりと潤いのある生活重視へと

とりまく状況が時代とともに大きく変化していく中で、世界でも例を見ないほど急速に道



路整備を進めてきたが、それを可能ならしめたものに道路の調査、設計、施工、管理のそ

れぞれの分野での技術の進展がある。

日本の最初の高速道路である名神高速道路は、当時の２大道路先進国であるアメリカと

ドイツから技術的助言を受けつつ、道路線形の視覚的効果や地形との調和などを考慮した

設計技術、最先端の土質工学の適用による高盛土の施工技術、大型アスファルトフィニィ

シャやローラ類を用いたアスファルト舗装技術などの諸技術が採用され、その後のわが国

の道路技術の先導役となった。

その後これらの技術は、表－１に示すようにわが国特有の厳しい気候風土にあわせて改

、 。 、 、良され 日本の道路技術として定着してきた そして これらの道路技術があって初めて

世界的にも例がないほど急速に進展したその後のモータリゼーションに対応できたといえ

る。
１）

表－１ 日本の風土と技術開発

近年における道路技術の開発は、

①従来は不可能だったことを可能と

し、②著しい経済性の改善をもたら

し、③工事の安全性の向上や、④道

路サービスの質的な向上をもたらす

など、わが国の道路整備の質と量の

両面における飛躍的発展を支えてき

た。

例えば、 年４月に開通した明1998
石海峡大橋は、中央支間が ｍの2000
世界一の吊り橋であるが、昭和 年30
代初頭の構想段階では誰もが不可能

写真－１ 風洞実験

１）
図－１ 吊橋支間長の推移

と思うような夢の構想であった。これを可能にしたのは、大型風洞実験や数値解析シュミ

レーションを重ねて開発された耐震・耐風設計技術（図－１，写真－１ 、高強度ケーブ）



ル材などの新材料の開発、桁の大ブロック一括架設や大水深大型基礎などの施工技術等に

よるものである。

さらに、高規格幹線道路網のネットワーク整備においては急峻な山岳地域や海底を横断

する長大トンネルの建設が必要であったが、山岳トンネルでの 工法の採用と電気NATM
集塵機の開発、東京湾横断道路等での大断面・大水深・長距離シールド工法の開発により

可能となった。

巨大プロジェクトだけでなく、道路交通安全、雪国での冬期道路交通対策、沿道環境保

全対策、電柱類の地中化、維持管理の高度化など身近な道路整備についても、新たな新技

術を開発・実用化し安全・安心で活力に満ちた社会の実現に貢献してきている。

２．２ 道路技術五箇年計画（平成５年度～９年度）

これまでの道路整備を支えてきた道路技術の蓄積を踏まえつつ、２１世紀をめざした新

たに挑戦していかなければならない分野の主要技術について、開発・導入プログラムを策

定し、大学・民間・行政の適切な役割分担と密接な連携・協調のもと、道路技術への積極

的な取り組みと、その導入・普及の一層の促進を図るため平成５年６月に「道路技術五箇

年計画」が策定された。

これは、平成４年６月に道路審議会からの建議を受け取りまとめられた道路整備の長期

構想および平成５年度よりスタートした第１１次道路整備五箇年計画に示されている「２

１世紀に向けたゆとり社会実現」のために「豊かな生活の実現 「活力ある地域づくり」」

「良好な環境創造」の主要課題を実現するため、近未来の道路および道路交通分野におけ

る新たな技術開発・導入を図

、－３に示すように７つの分野

１３の課題として掲げ、全体

で７４の研究開発テーマから

構成されている。

その成果のいくつかを以下

に示す。

( )自動料金収受システム1
( )ETC
( )道路交通情報通信システム2
( )VICS
( )排水性舗装3
( )新型遮音壁4
( )道路空間を活用した太陽エ5
ネルギーの活用

( )建設材料や廃棄物のリサイ6
クル

１）( )橋梁の耐震性向上7 図－２ 「道路技術五箇年計画」の基本的方向



２．３ 新道路技術五箇年計画（平成 年度～ 年度）10 14
平成５年度～９年度の「道路技術五箇年計画」の評価と総括、新たな道路に対する社会

の要請等を踏まえて、平成 年 月に「新道路技術五箇年計画」が策定された。この計10 11
画では、道路を「造る」技術のみならず「使う」技術の研究開発や人文・社会科学を含む

総合的な観点からの研究開発に取り組み、多様な技術を総合して社会ニーズに的確に応え

る道路技術の研究開発を推進することとされている。

新道路技術五箇年計画では、同年５月に策定された「新道路整備五箇年計画」の政策課

題等を踏まえて、以下のように４つの主要課題と１３の重点技術研究開発項目を設定して

いる 。２）

（１）道路環境の改善

①大気汚染・騒音・振動の発生源・沿道環境対策技術

②自然環境の保全・修復技術

（２）道路と生活の安心・安全の向上

③情報提供と運転補助による事故防止を図る走行支援道路システム（ＡＨＳ）の開

発

④地域性を考慮した地震動の評価および次世代耐震設計技術

⑤岩盤・斜面崩壊のリスクマネージメント技術

（３）道路交通と道路事業の効率性の向上

（３）－１ 道路交通の効率性の向上

⑥車両の大型化に対応した橋梁・舗装技術およびトンネルの断面拡大技術

⑦都市間・都市内輸送の連携を強化した物流システムの開発

⑧交通需要マネージメント（ＴＤＭ）施策の具体的技術

⑨未利用エネルギーの活用等による環境に優しい雪寒対策技術

（３）－２ 道路事業の効率性の向上

⑩舗装・橋梁の長寿命化とライフサイクルコスト（ＬＣＣ）を最小化するためのマ

ネージメント技術

⑪地域特性を生かした効率的な道路計画・設計技術

⑫地域の連携と交流を促進する新交通軸形成技術

（４）アカウンタビリティの向上

⑬道路政策を評価するシステムの開発

さらに、個別の重点技術研究開発項目に対する要素技術開発および研究開発の内容を決

めて研究開発を進めているが、表－２に①大気汚染・騒音・振動の発生源・沿道環境対策

技術、②自然環境の保全・補修技術についての事例を示す。



表－２ 要素技術開発および技術開発の内容２．４ 技術開発の現状

平成 年度より始まった10
「 」 、新道路技術五箇年計画 は

今年度が最終年度となる。こ

れまでの研究の成果と現状に

ついて、いくつかの事例を述

べる。

計画の策定方針として、研

究開発の推進体制の拡充の必

要性が挙げられている。これ

に基づいて、他分野での技術

の活用や民間等に対するイン

センティブ高揚のために、民

間等との共同研究や公募型を

表－３ 共同研究等の実績（平成 年６月現在）含めた委託研究が実施されて 13

きている。さらに、研究開発

の成果を実際の現場に採用し

てその適応性を検証する試験

フィールド等も行われてい

る。

表－３に平成 年６月現13
在の、共同研究、委託研究、

試験フィールドの実績数を示

す。共同研究の実施状況の相

手方の産学官分類、さらにそ

の事例は以下の通りである。

土木研究所⇔産学官 ３件

「鋼橋溶接部の非破壊検査手法に関する共同研究」他

（東京工業大学、日本道路公団、(社)鋼材倶楽部、 (社)橋建協、 (社)検振協）

土木研究所⇔産 官 ２件

「経済性を考慮した超長大橋の耐風設計法に関する研究」他

（本四公団、民間９社）

土木研究所⇔産 １２件

「多孔質弾性舗装の開発」他

（ゴムメーカー ６社、タイヤメーカー ６社）

土木研究所⇔ 学 １件

「混合交通下における自転車･歩行者の適正空間配分に関する研究」

（徳島大学）

重点技術開発項目 共同研究
委託研究
(内公募型)

試験フィ

ールド等
摘　　　要

1 大気汚染・騒音・振動の発生源・沿道環境対策技術 ２ １ ２

2 自然環境の保全・修復技術 １ ３(2) ２＊ ＊:16 ﾌｨｰﾙﾄﾞで実施

3 情報提供と運転補助により事故防止を図る走行支援
道路システム（ＡＨＳ）の開発

１ ４ ４

4 地域性を考慮した地震動の評価および次世代耐震設
計技術

２ ５(5) １

5 岩盤・斜面崩壊のリスクマネジメント技術 ２ ０ ５＊ ＊:35 ﾌｨｰﾙﾄﾞで実施

6 車両の大型化に対応した橋梁・舗装技術およびトン
ネルの断面拡大技術

２ ０ ０

7 都市間・都市内輸送の連携を強化した物流システム
の開発

０ ３(3) １

8 交通需要マネジメント（ＴＤＭ）施策の具体化技術 １ ５ ３

9 未利用エネルギーの活用等による環境に優しい雪寒
対策技術

１ ２ ２＊ ＊:３ﾌｨｰﾙﾄﾞで実施

10 舗装・橋梁の長寿命化とライフサイクルコスト（Ｌ
ＣＣ）を最小化するためのマネジメント技術

５ ０ ２

11 地域特性を生かした効率的な道路計画・設計技術 ２ ０ ２

12 地域の連携と交流を促進する新交通軸形成技術 ４ １(1) １

13 道路の施策を評価するシステムの開発 ０ ０ ２

　　　　合　　　　計 ２３ ２４(11) ２７

要素技術開発名 技術開発の内容 

①大気汚染･騒音･振動の発生源･沿道環境対策技術 

1-1 
大気汚染対策

技術 

(1)浮遊粒子状物質(SPM)の浄化技術 

(2)低公害車の開発・評価 

(3)低濃度脱硝技術の開発・評価 

(4)CO2削減の予測評価技術 

1-2 騒音対策技術 

(1)タイヤ路面騒音対策技術 

(2)排水性舗装の騒音低減機能の維持回復手法の研

究 

(3)多孔質弾性舗装の開発 

(4)騒音低減効果の高い新型遮音壁の開発 

1-3 
振動低減技術

の開発 

(1)自動車のサスペンションに関する技術開発 

(2)高架道路のジョイント構造に関する技術開発 

(3)振動抑制型舗装技術の開発 

②自然環境の保全･修復技術 

2-1 
自然環境の保

全・修復技術 

(1)貴重な自然が存在する地域における道路の計

画・設計・施工方法の技術基準の策定、普及 

(2)生態系の保全、修復技術の開発 
 



土木研究所⇔ 官 ５件

「積雪寒冷地域における の開発」他AHS
（北海道開発局開発土木研究所）

同様に委託研究の実施状況を以下に示す。

大 学 ２１件（内公募型 １０件）

「交通施策による大気汚染低減効果に関する研究」(東京大学)

「地形改変に伴う水環境変化が植生に及ぼす影響機構の解明」

（東京農工大学 ：公募型）

「物流関連企業の行動メカニズムに着目した道路網の評価」他

（東京商船大学 ：公募型）

民 間 ２件（内公募型 １件）

「地形改変に伴う水環境変化が植生に及ぼす影響機構の解明」

（(財)日本生態系協会 ：公募型）

「 全般の研究開発」 （ 研究組合、民間 社）AHS AHS 21
自治体 １件

「エコ･パークアンドライド社会実験」 （海老名市）

表－４ 主な研究成果（平成 年６月現在）研究成果の一部は技術基 13

準やマニュアル等に取りま

とめられることとなるが、

平成 年６月現在の中間13
成果と最終成果の予定を表

－４に示す。

技術基準への成果の事例

としては、

・ システムアーキテ「ITS
クチャ」の策定

・ 道路橋示方書」改訂へ「

の反映

・ 道路震災対策便覧」改「

訂への反映

等が挙げられる。

マニュアル等への成果の反映では、

・ 震災復旧技術マニュアル」「

・ 降雨浸透により表層崩壊を対象としたのり面の調査・モニタリング手法」「

・ バリアフリー歩行空間ネットワーク形成の手引き」「

・ 施策の評価（総合事業評価）実施手引き（案 」等が中間成果で得られている。「 ）

以下に 「新道路技術五箇年計画」の１３の重点技術開発項目ごとに、その進捗状況の、

いくつかを紹介する。

技術基準 ﾏﾆｭｱﾙ等
重点技術開発項目

中間
最終
(予定) 中間

最終
(予定)

特 許
(内出
願中)

そ の 他

1 大気汚染・騒音・振動の発生源・沿道環境
対策技術

０ ０ ３ ５ ０

2 自然環境の保全・修復技術 ０ １ ０ ３ ０

3 情報提供と運転補助により事故防止を図る
走行支援道路システム（ＡＨＳ）の開発

２ ３ １ ２
１０４

(７０)
ISO に路車協調ｼｽﾃﾑ、
道路通信標準案の提案

4 地域性を考慮した地震動の評価および次世
代耐震設計技術

２ ４ １ ６ ０
ﾚﾍﾞﾙ 2地震動検討会
地震工学委員会他

5 岩盤・斜面崩壊のリスクマネジメント技術 ０ ０ ３ ４ １(１)

6 車両の大型化に対応した橋梁・舗装技術お
よびトンネルの断面拡大技術

０ １ ０ ２ ０

7 都市間・都市内輸送の連携を強化した物流
システムの開発

０ ０ ０ １ ０
DMT ｼｽﾃﾑ研究
物流ｼｽﾃﾑ検討

8 交通需要マネジメント(TDM)施策の具体化
技術

０ １ １ ２ ０
TDM 事例集、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰ
ｽ、社会実験ﾌｫｰﾗﾑ

9 未利用エネルギーの活用等による環境に優
しい雪寒対策技術

０ ０ ０ １ ０ 学会等での発表

10 舗装・橋梁の長寿命化とﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ(LCC)
を最小化するためのマネジメント技術

１ ２ ３ ５ ０

11 地域特性を生かした効率的な道路計画・設
計技術

２ ４ １ ３ ０

12 地域の連携と交流を促進する新交通軸形成
技術

０ １ ０ ６ ０ 新構造形式の提案

13 道路の施策を評価するシステムの開発 ０ １ １ ３ ０

      合          計 ７ １８ １４ ４２
１０５

(７１)















３． 道路行政の転換

３．１ 「転換」の背景

現在、新たな世紀を迎え、とりまく環境が大きく変化してきており、戦後の経済社会シ

ステムそのものの改革が求められている。道路行政についても例外ではなく、今後の道路

行政や行政手法について、幅広く検討する必要がある。

そのため、平成 年３月、社会資本整備審議会道路分科会基本政策部会が発足し、精14
、 。 。力的議論を重ね ８月に国土交通大臣に中間答申されている 以下にその概要を述べる３）

（１）経済社会についての認識

戦後、物・資金・インフラなど何もない「ゼロ」から出発したわが国であるが、戦後復

興に向けて、欧米先進諸国へのキャッチアップを目標として量的な不足の解消のために、

全ての分野で着実に整備・生産を進めてきた。この結果、インフラに限らず効率的に量的

整備・生産を進める経済社会システムを構築し、日本経済の成長と国民生活の豊かさを導

き、高度成長を実現した。その結果、今日では様々な分野において量的な不足は一定レベ

ルまで解消した。

右肩上がりの成長が終わり、量的な不足が満たされつつある中で、国民意識の多様化・

高度化が進行している。この様な成熟型社会においては、個人の価値観にあわせた選択が

可能となるような社会を形成することが国民の暮らしの質の向上に役立っていくと考えら

れる。

さらに２１世紀は、 年をピークに人口の減少傾向に入り、特に地方部を中心に大2006
幅に人口が減少すると予測され、本格的な少子高齢社会が到来する。また、地球温暖化と

いった地球的規模の環境問題を始めとして、経済と環境との調和が不可欠になっている一

方で、高度情報化・グローバル化が一層加速され、経済活動のみならず、国民の暮らしや

土地利用、産業立地などの国土構造に大きな影響を与えると考えられる。

今日、経済が長期にわたり停滞し、社会全体に閉塞感が蔓延しているものの、わが国は

、 、人材・技術などの面で世界に誇りうる良質な資源を有するとともに 豊富な個人金融資産

安定した社会状況などを勘案すれば、わが国をとりまく環境は必ずしも悲観的なものばか

りではない。今後、安定成長による持続可能な成熟型社会を実現するために、わが国が有

する潜在的な力（ポテンシャル）を最大限に発揮させる経済社会システムを構築すること

が必要である。

一方、国・地方が抱える長期債務残高、少子高齢化の進展に伴う生産年齢人口の減少や

社会保障関係費の増大等を勘案すれば残された時間は少なく、早急に、最も成果の出る投

資や施策を峻別する経済社会システムへ改革することが必要である。

（２）道路整備の現状と諸環境の変化

戦後、早急に欧米先進諸国へキャッチアップするため、経済成長に伴って増加する自動

車交通への対応、すなわち自動車のための道路整備が最優先課題であった。このため、道

路特定財源制度、有料道路制度、全国一律な構造基準など最も効率よく整備できるシステ

ムを導入し、飛躍的な交通需要の増大に的確に対応し、効率的な物流や国土の有効利用を

通じた経済成長の実現、国民生活の豊かさの向上、地域格差の是正に道路整備は大きく貢



献した。

、 。 、戦後の一貫した着実な整備の結果 ある程度の量的なストックは形成された このため

道路整備の初期においては、どの地域においても、道路整備が望まれ、整備されれば必ず

利用され地域に大きな効果がもたらされたが、現在では道路ストックの増大とともに、新

たな道路整備の限界効果は相対的に減少してきている。これまでのような画一的な量的整

備システムは、国民の高度な質的機能に対する要請や経済状況の変化、社会システムの変

化に的確に対応できなくなってきており、今後の成熟型社会においては、全ての地域にと

って必ずしも最適なシステムではなくなってきているといえる。

しかし一方では、全国で年間１２兆円に及ぶ経済損失を招いている都市部を中心とした

交通渋滞、年間死傷者約１２０万人と過去最悪を更新している交通事故、地方部における

、 、 、基幹ネットワークの未整備による災害や救急医療等への対応の遅れなど 定時性 快適性

、 、 。安全性 信頼性などの観点から 地域に応じた解決すべき課題は依然として存在している

また、未整備地域と整備が進んだ地域の差異が、地域そのもののあり方に影響を及ぼして

おり、様々な活動への参画の機会均等が求められている。特に、環状道路等ネットワーク

の欠落部分（ミッシングリンク）の解消や、多機能な社会共有空間としての道路の役割を

再認識することが重要になっている。

こうした中で、道路環境をとりまく諸環境の変化として、産業の空洞化による対アジア

競争力の低下、地球環境・沿道環境との調和の重視、急激な都市化の収束と中山間地域の

大幅な人口減少 年前後をピークに減少する自動車交通量、財政制約と更新投資の増,2030
大などが考えられ。

さらに 「投資すべきところに十分に投資しているのか 「料金収入に過度に依存した、 」、

有料道路制度の限界 「公共事業の効率性に対する批判や不信感 「道路を使う観点の」、 」、

軽視」といった道路行政についての反省を踏まえて、道路行政の改革の実現と、転換への

具体的な行動を起こすことを提言している。

３．２ 道路整備五箇年計画（案 （道路分野の重点化計画（案 ）） ）

上記の基本政策部会の「中間答申」等も踏まえて、平成１５年度から始まる新たな「道

路整備五箇年計画 案 平成 年度～ 年度 では 今後の道路整備の方向として 道（ ）（ ）」 、 「15 19
路行政システムの改革」と「道路行政の政策テーマ」に大別して、以下の重点項目が提示

されている 。４）

（１）道路整備の重点化・集中化に向けた取り組み（道路行政システムの改革）

)集中と選択、無駄なくスピーディにサービス提供1
①アウトカム指標による評価システムの導入

②集中的重点整備の実施

③地域に適した道路構造・規格の適用

④事業の進捗管理の徹底

⑤社会実験の積極的な実施

⑥技術開発と総合的なコスト縮減



)既存ストックの有効活用2
①多様で弾力的な料金施策の導入

② の普及ETC
③違法路上駐停車の排除

④路上工事の徹底合理化

⑤道路の情報化の推進

)事業の透明性・アカウンタビリティの向上3
①地域と道路管理者のパートナーシップ

②アカウンタビリティの向上

)既存制度の見直し4
①道路特定財源の活用

②有料道路制度改革

③国と地方の役割分担

④ＰＦＩの導入

（２）道路行政の政策テーマ

)活力 ～都市再生と地域連携による経済活力の回復～1
①円滑なモビリティの確保

②都市の再生

③個性ある地域の形成

④国土・地域ネットワークの構築

⑤物流効率化の支援

⑥情報化の対応

)暮らし ～生活の質の向上～2
①安全で快適な人優先のみちへの再生

②無電柱化による美しい街並みの形成

)安全 ～安全で安心できる暮らしの確保～3
①安全な生活環境の確保

②災害への備え

③更新時代への対応

)環境 ～環境の保全・創造～4
①沿道環境の改善

②地球環境の保全

③自然環境の保全・創造

④環境対策の効果的な実施



４． 今後の技術開発の方向

今まで述べてきたように、道路技術は不可能を可能とし、著しい経済性の改善をもたら

し、工事の安全性の向上や道路サービスの質的な向上をもたらすなど、戦後の道路整備の

質と量の両面における飛躍的な発展を支える大きな役割を担ってきた。道路政策の大きな

転換を図っていく今後においても、道路技術の役割は変わらず、政策目標を達成するため

に、新たな技術の研究開発に取り組まなければならない。

「新道路技術五箇年計画」は今年度が最終年であり、現在、この達成状況等を評価しつ

。 、つ新たな道路技術計画の策定に取り組んでいるところである 今後の道路技術については

前章で述べた道路行政の「転換」の背景を踏まえて、道路整備五箇年計画（案）で示され

ている道路行政システムの改革と道路行政の政策テーマを効率的に推進、達成するための

研究開発の仕組みと適切なテーマの設定が必要となる。

以下に、今後の道路技術の研究開発の方向として、その促進方策と主要なテーマについ

て取り上げる。

４．１ 研究開発の促進方策

（１）総合的な取り組み

従来の技術開発においては、研究開発そのものが目的化している事例も見受けられた。

今後は、道路の技術開発が施策実現のための手段であることを認識し、その技術により何

が実現可能になるのかを十分に考えながら研究開発に取り組んでいく必要がある。そのた

めには、政策実現のための道路技術を体系化し、必要な個別技術の研究開発スケジュール

を含めた全体計画を作成することが重要である。それに基づいた個々の技術開発にあたっ

ては、全体の研究開発状況に関する情報、社会・行政ニーズ、研究開発の目標・役割分担

・実施方法、研究開発された技術の実用化・普及方策について共通して認識し、情報を共

有化することにより、効率的かつ計画的な推進が期待できる。

さらに、技術開発にあたっては研究開発を担当する産学官の役割分担と連携を密にし、

必要に応じて、政策や事業を行う行政、工事を担当する建設業者、道路の最終ユーザーで

ある道路利用者等が技術開発に参加し、その必要性と開発目標を明確にするべきである。

その中で、それぞれの役割を適切に分担し、一元的なマネージメントを行っていくことが

重要である。

（２）評価

技術開発にあたっては、定期的に公正かつ透明性の高い評価を実施するべきである。

事前評価では、その研究開発の成果によって何が実現できるのかを明確にし、出来るだ

け客観的な指標で評価する必要がある。例えば、その技術を道路建設に新たに適用した場

合にいくら建設コストが縮減されるのか、その費用便益はいくらかなどの指標を用いて研

究開発の優先度等を評価する。全ての技術開発を費用便益で評価するのは難しいが、可能

な限りその成果を客観的に表現するための努力が必要である。

中間評価では、社会ニーズや経済状態などの変化を受けて、重点化した技術研究開発項

目の継続の必要性を判断するとともに、研究開発の推進方策の適切性を評価し、改善すべ

き点を明確にする。



事後評価では、開発目標の達成度、推進方策の適切性、実用化・普及方策の方針につい

、 、て評価するのは勿論であるが その技術によりどの程度道路の政策目標が達成できるのか

その効果はどうなのかなどの観点からの評価も必要である。

評価にあたっては、外部評価と内部評価を行い、評価の正確性、客観性、透明性などを

高めていくとともに、評価結果はインターネットや冊子などを活用して情報公開していく

ことも重要である。

（３）学際的、異分野の研究領域

従来より 「道路技術五箇年計画では」自ら新技術を研究開発し、研究開発された技術、

を自らの事業に活用してきた。今後は、道路を「造る」技術から「使う」技術の開発へ転

換を図るにあたって、道路事業を対象とした技術開発だけでなく、道路を効率的に活用す

るための技術開発にもさらに力を入れる必要がある。これらの技術開発には、異分野の技

術や民間のノウハウが不可欠であり、さらにその成果は民間市場の活性化につながるもの

である。

ＩＴＳ（高度道路交通システム）に関連しては、情報通信分野の先端技術を道路事業に

活用することにより、道路交通の効率性と安全性を飛躍的に高めると共に、 年度か2000
ら 年度までの累計で約 兆円の新たな市場が開発されると予想されている。2015 60
今後とも学際的、異分野の技術について情報収集に努めるとともに、この分野での産学

官と協調して、道路分野での新たな活用や市場の開拓を見通して、研究開発を積極的に進

めていく必要がある。さらに、研究開発を加速するために、このような分野の研究開発に

ついては、従来の民間企業や大学への委託研究のみでなく、研究補助金などの研究助成制

度の拡大についても引き続き検討されるべきと考える。

（４）研究成果の発信等

前述したとおり、今後の技術研究開発を円滑に推進するためには産学官の連携が必要で

ある。この連携を実効あるものとするために、知的所有権の管理を明確にしたり、技術研

究開発に関連する内外の技術情報の収集、整理、発信を一元的に行っていく必要がある。

また、インターネットを活用して、道路技術に関する全国規模のデータベースや統計の

整備や公開を図ることも研究成果の有効活用に繋がるものである。

４．２ 研究開発テーマ

今後の道路技術の開発にあたっては、３章で述べた「道路行政の転換」を実現させるテ

ーマに重点が置かれるべきである。

「道路行政システムの改革」に関連しては、例えば「総合的なコスト縮減 「アウト」、

カム指標を用いた道路評価 「地域に適した道路構造・規格の適用 「路上工事の徹底」、 」、

合理化 「アカウンタビリティの向上」等を実現するための技術開発が求められている。」、

「道路行政の政策テーマ」では、活力、暮らし、安全、環境が４大テーマで示されてお

り、これを支援する技術開発を重点的に進めることとなるが、特に活力に関しては「円滑

なモビリティの確保 「都市の再生 「物流効率化の支援 「情報化の対応」等の技術」、 」、 」、

開発が必要である。暮らしに関連しては「安全で快適な人優先のみちへの再生 「美し」、



い街並みの形成」等を踏まえて、道路空間の高度化・再構築に係る技術開発、安全では、

交通事故と自然災害の被害を低減するための技術、さらには「更新時代への対応」として

アセットマネジメント技術の開発が促進されるべきである。環境については、新たな課題

であるヒートアイランド対策等も含めて、研究開発を継続していく必要がある。

以下にコスト縮減、アセットマネジメント、道路空間の安全性・快適性の向上の例を取

り上げて、総合的な技術開発のあり方について述べる。

（１）コスト縮減

わが国の公共工事のコストについては、その割高感が以前より指摘されているところで

ある。これはついては、日本の脆弱な国土条件、例えば、地形条件から橋やトンネルが多

く、地震や軟弱地盤対策が必要であること、さらに狭い国土のため土地代が高く環境・安

全面での沿道への対策が必要であることなどが原因と考えれ、これらを考慮せずに欧米と

同じものを造れば同程度の費用になるとの指摘もある。

しかしながら、厳しい財政事情の中、限られた財源を有効に活用し、効率的な公共事業

の執行を通じて、社会資本整備を着実に進め、本格的な高齢化社会に備えるためには、早

急に有効な諸施策を実施し、公共工事コストの一層の縮減を推進していく必要がある。

このため、国としても平成９年４月に「公共工事コスト縮減対策に関する行動指針」を

策定し、設計方法の見直し、技術基準の改定、民間のコスト縮減技術の提案を受け付ける

入札・契約方式の試行など１９施策、１４８項目について平成 年度までの３年間で取11
り組んできた。その結果、最終年度の平成 年度コスト縮減実績は ％となり、 ％11 9.6 10
という目標をほぼ達成している。

さらに、平成 年９月には、依然として厳しい財政事情のもと引き続き社会資本整備12
を着実に進めること、これまで実施してきた施策の定着を図ること、新たなコスト縮減対

策を進めることから「公共工事コスト縮減に関する新行動指針」が策定されている。この

、 、 、新行動指針では 以下に示すとおり直接的な工事コストの縮減だけでなく 時間的コスト

ライフサイクルコスト、社会的コストなどの観点も加えた総合的なコスト縮減を図ること

とし、目標期間は平成 年度から 年度までとなっている。12 20
新行動指針における公共工事コスト縮減のための改善テーマ

総合的なコスト縮減の視点で施策を実施

・工事コストの低減

←計画・設計の見直し、発注効率化、構成要素コスト低減等

・工事の時間的コストの低減

←集中投資、早期化、工期短縮

・ライフサイクルコストの低減

←品質の向上（耐久性能の向上、運用・維持管理費の低減、機能の陳腐化の回避）

・工事における社会的コストの低減

←リサイクル、環境改善、渋滞緩和、事故低減

・工事の効率性向上による長期コストの低減

←規制緩和、電子化、新技術の活用







６）（３）道路空間の安全性・快適性の向上

本格的高齢社会の到来、投資余力の減退、増え続ける交通事故件数・死傷者数、道路に

対するニーズの変化・多様化、ノーマライゼーションの浸透など、道路を取り巻く社会的

環境は、変化している。安心して暮らせる生活環境として道路空間の交通安全性・移動環

境を向上させていくためには、このような社会的環境の変化を踏まえながら、交通事故削

減、ニーズに対応した道路利用、ハードのみならずソフト面も含めたバリアフリー歩行環

境の実現等を行っていくことが必要である。このため、国総研ではプロジェクト研究の一

つとして 「道路空間の安全性・快適性向上に関する研究」に取り組んでいる （表－５）、 。

)道路空間の安全性向上に資する研究1
道路利用者のヒヤリや交通事故等に基づく「道路の安全性評価手法 、高齢化等今後の」

道路利用者の特性を踏まえた「安全な道路構造・付属施設」について研究を行う。また、

新規道路の整備から既存道路の管理まで、道路管理者による計画・設計等に対し、その検

討プロセスを含め、外部学識者・専門家が評価・助言を行い事業実施後の道路の安全性を

向上させるための「道路安全監査の具体的・効果的方法」について研究を行う。更に、全

国の事業成果の定常的向上に資するべく、交通安全に係る事業の「全国的フィードバック

システム」を検討していく。

)道路空間の快適性向上に資する研究2
○道路空間の再構築に関する研究

地域の文化・社会・経済的活動等の実情、将来の動向、道路・道路網の利用実態等を踏

まえた上で、今後の道路・道路網の提供すべき機能・役割を分析し、それらを実現してい

くための「道路網のあり方 「沿道も含めた道路空間の利活用方策 「合意形成手法 、」、 」、 」

「管理方策」等について研究を行うこととし、環境問題、まちづくり、緊急時対応等、他

の研究との連携も図りながら進める。

○歩行者等の支援に関する研究

歩行者、特に身体障害者や高齢者といった歩行に困難を感じる機会の多い歩行者の歩行

表－５ 研究の内容、政策への反映、アウトカム
研究 政策 アウトカム

・道路の安全性（潜在的危険箇 ・潜在的危険箇所を含めた抜本的安全対策 ・交通事故件数の削減

安 所）評価手法 ・高齢者の関係する事故の削減

全 ・安全な道路構造・付属施設 ・高齢社会を配慮した道路環境整備 ・安全な道路環境

性 ・道路安全監査手法 ・新規事業から既存道路の管理まで各段階での

向 安全監査の推進

上 ・全国的フィードバックシステ ・交通安全に係る事業の全国ベースでの有機的

連携

空 ・道路網のあり方 ・空間再構築に係る諸ルール制定 ・既存道路ストックの有利な利活

間 ・沿道も含めた道路空間の利活 ・道路機能の再配分の推進 用

快 再 用方策 ・空間再配分・管理（官民共同等）の推進 ・豊かさを感じる道路空間

適 構 ・合意形成手法 ・地域ｺﾐｭﾆﾃｨｰの活性化

（ ）性 築 ・管理手法 空間再配分ﾏﾆｭｱﾙ

向 歩 ・歩行者 歩行者支援ｼｽﾃﾑ ・歩行者 技術基準策定 ・身障者・高齢者更には一般健常ITS ITS（ ）

上 行 ・歩行者 の技術基準（案） ・整備計画の基本方針策定 者にも安全・安心・快適な歩行ITS
者 ・歩行者 の実用化・整備 環境ITS
支

援



を支援するため、ハード面のみでなくソフト面でのバリアフリー歩行環境を情報通信技術

の活用により実現すべく、注意喚起、周辺情報提供、経路案内等のサービスを行う「歩行

者 」の研究を行う。ITS

５．おわりに

人類の誕生以来、社会・経済活動において、その繁栄と発展を支えてきたのは技術開発

である。新たな技術開発により、今まで不可能だったことが可能となり、難しいこと、時

間がかかること、労力を要することなどが効率化され、新たな時代を拓くとともに、新技

術を生かすことによりより豊かな生活を実現してきた。

道路においても、新たな時代のニーズを見通した研究開発が新しい道路技術を生み、こ

れを用いた道路整備により、今日の我々の経済発展と豊かな生活を支えてきたと言っても

過言ではない。しかしながら、道路技術が、渋滞、交通事故、環境問題などの道路整備の

負の影響を今日まで完全に解決しているとはいえない。

この道路整備のマイナス面に加えて、従来に比べて道路整備の限界効果が低下してきて

、 、 、いること さらに 厳しい財政事情や公共事業全般への非効率性等に対する批判などから

近年、道路に対して従来にない厳しい意見が聞かれるようになっている。このため、従来

の道路政策を「転換」するべく、来年度から始まる新たな道路整備計画（案）では、道路

行政システムの変革と道路行政の政策テーマが示されている。

道路の負の影響を解決し、新の道路行政への「転換」を図るためにも、引き続き道路技

術の果たす役割は大きなものであり、研究開発の効率的な実施体制の確立と、適切なテー

マの設定が求められている。
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